
（１）財務指標の分析（一般会計等財務書類（令和３年度）を参照）

■分析結果 （評価点）全般的な指標から判断し、当市は適切かつ持続可能な財政運営ができていると考えます。
（課題点）社会資本等形成に係る将来世代の負担が高いことや、行政サービスに係る受益者負担が少ないことが課題と考えます。

１ 平川市の財務状況について ①
資料１
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分析結果類似団体
平均値

平川市
（Ｒ３）

平川市
（Ｒ２）計算式主な指標分析の

視点

【住民等のニーズ】将来世帯に残る資産はどのくらいあるのか

資産の
状況

【平均値以下】適正な規模の資産状況と考えられる。
①教 育：221億円（全体の５２％） ②総 務 ：68億円
③生活インフラ・国土保全：61億円 ④産業振興：37億円

２６９万円２１５万円２０３万円資産合計額÷住民基本台帳人口(*)住民１人当たりの資産額

－⇒－（附属明細書を参照）有形固定資産の行政目的別割合

【平均値以下】財政面で過大な負担にならないような社会資本整備
を進めてきたと考えられる。３．８０年２．９１年２．７６年資産合計額÷歳入額歳入額対資産比率

【平均値以下】資産の老朽化が平均より進んでいない。
耐用年数超えて使用してる場合、更新時期・費用に留意する。６１．３％４７．９％４６．２％減価償却累計額÷償却資産取得価額

×１００（土地等の非償却資産除く）有形固定資産減価償却率

【住民等のニーズ】将来世代と現世代の負担割合は適切なのか

資産と
負債の
比率

【平均値以下】将来世帯の負担率が高いと考えられる。７３．５％７２．５％７１．１％純資産合計額÷資産合計額×１００純資産比率

【平均値以上】社会資本等（有形・無形固定資産）形成に係る
将来世代の負担が高いと考えられる。１８．８％３２．９％３２．３％

地方債残高÷有形・無形固定資産
×１００（地方債から臨時財政
対策債等を除かない場合）

社会資本等形成の世代間負担
比率（将来世代負担比率）

【住民等のニーズ】財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるのか）

負債の
状況

【平均値以下】適正である。今後、公共施設の新設・更新費用
を考える場合、市民の負担・負債が高くなることに留意する。７１万円５９万円５９万円負債合計額÷住民基本台帳人口(*)住民１人当たりの負債額

【 黒 字 】借金に頼らない自治体経営ができている。
⇒持続可能な財政運営ができている。１１億円１２億円１１億円業務活動収支＋投資活動収支

基礎的財政収支
（プライマリー・バランス）

【 短 い 】地方債の債務償還能力が高い。
※平成元年８月より【参考指標】となる。－０．７年１．２年（地方債合計－充当可能基金残高）

÷業務活動収支（臨時収支を除く）地方債の債務償還可能年数

【住民等のニーズ】行政サービスが効率的に提供されているのか
行政
コスト
の状況

【平均値以下】行政活動が効率的にできている。
今後は個々の性質別・行政目的別に検証することも必要である。

５６万円４８万円５７万円純行政コスト÷住民基本台帳人口(*)住民１人当たりの行政コスト

－－－－性質別・行政目的別行政コスト

【住民等のニーズ】新たな資産を持つ財源的余裕があるのか（自治体が行政コストを本年度の財源（税収等や国県等補助金等）でまかないきれいているか）資産形
成する
余裕度

【１００％以下】財源的余裕あり。
⇒翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されている。－８２．０％９２．１％純行政コスト÷財源×１００行政コスト対財源比率

【住民等のニーズ】歳入はどのくらい税金等でまかなわれているか（受益者負担の水準はどうなっているのか）受益者
負担の
状況 【平均値以下】行政サービスに係る受益者負担が少ない。４．０％２．７％２．１％経常収益÷経常費用×１００受益者負担の割合

（＊） 住民基本台帳人口：３０，５０５人（令和４年１月１日時点）
（＊２）類似団体 ：平川市は「都市Ⅰ－０」という区分

■参照 「令和３年度 統一的な基準による財務書類に関する情報」（総務省 作成）



（参考）指標の組み合わせ分析（一般会計等財務書類（令和３年度）を参照）

ア 住民１人当たり資産額×住民１人当たり負債額 散布図

イ 住民１人当たり有形固定資産の取得価額×有形固定資産減価償却率 散布図

■分析結果 類似団体平均値と比較して分析すると、アでは、当市は資産も負債も少ないので、社会資本の整備が十分でない可能性があります。
また、イでは、将来負担は比較的低く、償却率も低いため、現状としては、施設の維持・更新に関しては比較的余裕があると考えます。

１ 平川市の財務状況について ②
資料２

〇１人当たりの資産も負債も多い場合

⇒資産は将来負担になることから、将来の負担に
備える必要があります。

〇１人当たりの資産が少なく、負債が多い場合

⇒相対的に負債に比べ資産が少ないため、実質的な
債務負担が大きい可能性があります。

〇１人当たりの資産は多く、負債は少ない場合

⇒今は負債が少ないが、資産は将来負担になること
から、資産の維持、更新費用には注意が必要です。

●１人当たりの資産も負債も少ない場合

⇒社会資本の整備が十分ではない可能性があります。

〇１人当たりの資産規模が大きく、償却率も高い場合

⇒将来負担になる資産の規模が大きく、償却率も
高いため、財源確保も含めた施設の維持・更新
の対策を急ぐ必要があります。

〇１人当たりの資産規模は少ないが、償却率は高い場合

⇒将来負担は比較的低いが、償却率が高いため、
施設の維持・更新の対策を急ぐ必要があります。

〇１人当たりの資産規模は大きいが、償却率が低い場合

⇒現在は償却率が低いが、将来負担になる資産の
規模が大きいことから、将来的な施設の維持・
更新には注意が必要です。

●１人当たりの資産規模が少なく、償却率も低い場合

⇒将来負担は比較的低く、償却率も低いため、現状
としては、施設の維持・更新に関しては比較的
余裕があります。
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● 平川市該当箇所
（類似団体平均値と比較）
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２ 弘南鉄道弘南線に関する支援計画について
資料３

令和５年１２月定例会 一般質問資料 葛西勇人作成

（１）弘南鉄道・弘南線の運休期間及びその原因について
・弘南線の運休期間：９／２５～１１／７（４３日間） ※１０／２６から「弘前駅」～「田んぼアート駅」間は運行。
・運休の原因 ：レール側面の摩耗の測定方法が誤っているのが判明し、正しい測定では基準値を超える摩耗が６カ所（弘南線は３カ所、

大鰐線は３ヶ所）みつかったため、レール交換などの補修工事を実施。

（２）弘南線に対する１０年間の支援計画（〇安全輸送対策事業費補助金＋●利用促進事業費）

（※）支援者の負担割合：国（１／３）、県（１／６）、沿線市町村（１／６：均等割（２割）・駅利用者数割（８割））

（３）平川市の弘南線に関する支援決算額（令和３年度～令和５年度（令和５年度は予算／補正額））

合計
後期計画前期計画年 度

支援者（※） 小計Ｒ12Ｒ11Ｒ10Ｒ９Ｒ８小計Ｒ７Ｒ６Ｒ５Ｒ４Ｒ３

30.019.32.27.53.72.73.110.75.10.41.82.01.4国

15.09.61.13.71.91.41.65.32.50.20.91.00.7青森県

295.5144.223.441.028.425.026.4151.233.030.329.829.428.8弘前市・黒石市・田舎館村

102.349.98.114.29.88.79.152.311.410.510.310.210.0平川市

442.7223.234.966.343.837.940.2219.551.941.342.842.640.9計

合計Ｒ５Ｒ４Ｒ３事業内容 年度支援事業

２６．８１０．９８．０７．９
弘南鉄道が実施する線路設備の改修事業等に要する費用
に対し、路線別に補助する。設備の整備に直接要した
人件費を除く本工事費、付帯工事費、補償費及び調査費。

〇安全輸送対策事業費補助金
（鉄道軌道安全輸送設備等整備事業補助金）支

援
計
画
事
業

６．１２．２２．１１．８
弘南鉄道の利用促進及び沿線地域の活性化を目的として、
沿線の市町村や関係団体で構成される協議会が実施する
利用促進事業に対する負担金。

●利用促進事業費
（弘南鉄道活性化支援金協議会負担金）

３２．９１３．１１０．１９．７計

１４．０５．０４．７４．３電力・物価高騰の影響による公共交通の運行継続及び
安全輸送を緊急的に支援する。弘南鉄道弘南線運行継続支援金緊

急
支
援
事
業

５．２５．２
原油・資材価格高騰の影響を受ける弘南鉄道が実施する
緊急的な車両の整備を支援する。
令和４年度は、車両４両の突発的な雨漏りの修繕費用。

弘南鉄道安全輸送設備等整備特別対策
事業費補助金

１９．２５．０９．９４．３計

（単位：百万円）

■参照 「弘南鉄道弘南線・大鰐線維持活性化支援計画」（令和３年１月 弘前市・黒石市・平川市・大鰐町・田舎館村 作成）

（単位：百万円）

■参照 「令和３年度歳入歳出決算書」「令和４年度歳入歳出決算書」「令和５年度歳入歳出予算書」など（平川市 作成）



３ 集会施設の管理及び建築等の取扱基準について
資料４

令和５年１２月定例会 一般質問資料 葛西勇人作成

（１）集会施設の管理及び建築等の取扱基準
基準（令和４年１２月２１日～）項 目NO.

敷地は、原則市が取得するものとし、敷地総面積が１，３００㎡までは町会が１／２相当額を負担する（市に支払う）ものとする。
但し、それを超える場合は、超えた分を町会が全額負担する（市に支払う）ものとする。敷 地１

◇町会の費用負担
集会施設の新築及び改築（以下「新築等」という。）は、以下の基準に基づいて市が実施し、町会は設計実施年度の４月１日現在の町会加入
世帯数に１５，０００円を乗じて算出された額を負担する（市に支払う）ものとする。また、町会は、以下の基準を超える部分に係る工事に
要する費用を負担する（市に支払う）ものとする。（改築は、新築から概ね５０年経過していることを要件とする。）
〇集会施設の延床面積上限 世帯数 ２０以下 ：１６０㎡以下

〃 ２１から１００まで：２００㎡以下
〃 １０１から１４９まで：世帯数×２．０㎡の面積
〃 １５０以上 ：３００㎡

〇工事の基準単価 ２７万円／㎡
〇工事費限度額範囲で整備の 流し台、ガスコンロ、ガス給湯器、食器棚、作業台、冷暖房設備、換気扇、スロープ、手すり、多目的トイレ
可能な設備・備品 トイレ暖房、温水洗浄便器、暖房便座、灯油タンク、ＬＥＤ照明、天井ファン、パーティション、下足棚等

〇新築時の舗装面積の上限 ３００㎡以内を基準とする。

建 物
（新築・改築）２

１．市の負担対象の設備等
①屋根の修繕 ②外壁の修繕 ③バリアフリー設備の修繕 ④内装の修繕 ⑤給排水設備の修繕 ⑥衛生器具設備の修繕
⑦電気設備の修繕 ⑧敷地の舗装の修繕及び拡張 ⑨その他市⾧が必要と認める修繕

〇修繕等費用の限度額 ５００万円
〇敷地の舗装を修繕等する場合の上限面積 ３００㎡
２．市の負担対象外
①障子・襖の張替え、ガラスの入替え、カーテン取替え、建具・備品の修繕
②一般的に管理運営に係る修繕（例：蛍光管、消火器、小規模の立木伐採、敷地内緑化、看板書換等）

３．上記のほか定めのない事項については、別途協議する。
〇「建築物定期報告」、「消防設備点検」、「防火対象物点検」による指摘事項で、緊急を要するもの・危険性が高いと判断される修繕は、
市で負担する。

〇風水害・地震による修繕（共済金の対象となる場合）は、市で負担する。

◇町会の費用負担
修繕等において、設計金額が１０万円以下の場合は町会が実施し、１００％町会負担とする。また、設計金額が１０万円を超えた場合は
市が実施し、超えた額を下記のとおり町会が負担する。但し、築年数が１０年以上の場合は、下記のとおり加算が減少する。
〇 世帯数 ５０以下 ：１０万円＋１０万円を超える部分の２５／１００加算した額〔築年数１０年以上 １０／１００〕

〃 ５１から２００まで： 〃 ２５／１００ 〃 〔 〃 １５／１００〕
〃 ２０１以上 ： 〃 ２５／１００ 〃 〔 〃 ２０／１００〕

修 繕３

①町会負担：光熱水費、電話料
②市 負 担：火災等保険料、建築物定期報告、消防設備点検、防火対象物点検

管理費用負担
（市有施設）４

①町会負担：市負担以外の管理費用全額
②市 負 担：建築物定期報告、消防設備点検、防火対象物点検（対象となる施設のみ）

管理費用負担
（町会所有施設）５

■参照 「平川市多目的集会施設の新築及び改築等に係る取扱いを定める要綱」（令和４年１２月２１日 平川市 作成）

（※）「集会施設の大規模改修」、「複数の町会により新築等を実施する場合の特例」「耐震診断等に係る費用負担」については、割愛します。


